様式第５（第３条関係）

導入計画書

	計画の名称
	



	作成者
	作成日
	年　　　月　　　日

	
	企業名
（代表者名）
	（　　　　　　　　）



１　事業計画　（同様の内容であれば、別紙での図解等も可とする）
	実施期間
	年　　　月　～　　　　年　　　月

	区分
	□ 顧客対応、販売支援　　　　□ 決済・債権債務・資金回収管理
□ 調達・供給在庫・物流　　　□ 会計、財務、経営
□ 業種固有プロセス　　□ 総務、人事、給与、労務、教育訓練、法務、情報システム

	事業内容
	※本事業を活用して実施しようとする事業内容

	
	

	現状・課題
	※上記事業内容の、現在の状況と課題

	
	

	課題を踏まえた
業務効率化計画
	※実施したい内容

	
	

	将来像
	※ＩＣＴの導入により、目指す業務体系や生産工程の姿

	
	

	事業効果
	※事業実施により期待できる解決効果

	
	




	事業の
達成目標
	※事業実施により目指す目標等

	
	

	
	・業務効率の向上目標　（同量の事業を実施するために要する労働量の目標）
	【導入前】労働投入量（Ａ）
	　　　　人×　　　　時間＝　　　　

	【導入後】労働投入量（Ｂ）
	　　　　人×　　　　時間＝　　　　

	向上率（Ａ－Ｂ）／Ａ
	　　　　　　　　％


※労働投入量：事業を実施するために要した労働量（労働者数×１人当たり就業時間）



２　資金計画
　　収入
	区　分
	金　額（円）
	備　考

	自己資金
	
	

	市補助金
	
	

	合　計
	
	



　　支出
	区　分
	金　額（円）
	備　考

	ソフトウェア導入費
	
	

	クラウド利用料
	
	

	導入関連費
	
	

	ハードウェア導入費
	
	

	
	
	

	合　計
	
	（うち、専門家の自社製品：
　　円)注1


注1　補助対象経費のうち、専門家の自社製品に係る経費は、３分の２以内とします。

	確認者
	確認日
	年　　　月　　　日

	
	専門家等氏名
	本導入計画を確認しました。

	
	
	



